
京 都 大 学 安 全 衛 生 管 理 規 程 新 旧 対 照 表
改 正 前 改 正 後

（前 略） （前 略）
第２条 （略） 第２条 （略）

(1)～(6) (1)～(6)
(7) 部局 各研究科等（各研究科、各附置研究 (7) 部局 各研究科等（各研究科、各附置研究

所、附属図書館、医学部附属病院及び各センタ 所、附属図書館、医学部附属病院及び各センタ
ー等（国立大学法人京都大学の組織に関する規 ー等（国立大学法人京都大学の組織に関する規
程（平成１６年達示第１号。以下この号におい 程（平成１６年達示第１号。以下この号におい
て「組織規程」という。）第３章第７節から第 て「組織規程」という。）第３章第７節から第
１１節までに定める施設等をいう。)をいい、 １１節までに定める施設等をいう。)をいい、
組織規程第５３条第１項の事務組織を含む。） 組織規程第５３条第１項の事務組織を含む。）
及び本部の事務組織（組織規程第５２条第１項 及び事務本部をいう。
に定めるものを１単位とするものをいう。第７
条において同じ。）をいう。

（中 略）
第２章 安全衛生管理体制 第２章 安全衛生管理体制

（統括等） （統括等）
第５条 総長は、本学における安全衛生管理に関 第５条 総長は、本学における安全衛生管理に関

し、統括する。 し、統括する。
２ 安全管理担当の理事は、本学における安全衛 ２ 環境安全保健機構長（以下「機構長」という。）

生管理に関し、総長の業務を分担管理する。 は、本学における安全衛生管理に関し、総長の
業務を分担管理する。

３ 保健管理センター所長は、本学における安全
衛生管理のうち、教職員等の健康管理に係る業
務を行う。
（環境・安全・衛生委員会） （環境安全保健委員会）

第６条 本学に、教職員等の安全保持、保健衛生 第６条 本学に、教職員等の安全保持、保健衛生
及び環境保全に関する重要事項を調査審議する 及び環境保全に関する重要事項を調査審議する
ため、環境・安全・衛生委員会を置く。 ため、環境安全保健委員会を置く。

２ 環境・安全・衛生委員会の組織及び運営に関 ２ 環境安全保健委員会の組織及び運営に関し必
し必要な事項は、京都大学環境・安全・衛生委 要な事項は、京都大学環境安全保健委員会規程
員会規程（平成１６年達示第６７号）の定める （平成１６年達示第６７号）の定めるところに
ところによる。 よる。
（中 略）
（部局の安全衛生管理） （部局の安全衛生管理）

第７条 部局の長（本部の事務組織にあっては、総 第７条 部局の長（事務本部にあっては、総務担当
務担当の理事。以下同じ。）は、当該部局におけ の理事。以下同じ。）は、当該部局における安全
る安全衛生管理に関し、総括する。 衛生管理に関し、総括する。
（中 略）
（総括安全衛生管理者の職務） （総括安全衛生管理者の職務）

第１０条 総括安全衛生管理者は、次条に定める衛 第１０条 総括安全衛生管理者は、次条に定める衛
生管理者等を指揮するとともに、当該事業場にお 生管理者を指揮するとともに、当該事業場におけ
ける次の各号に掲げる事項を統括管理する。 る次の各号に掲げる事項を統括管理する。
(1) 教職員の危険又は健康障害を防止するための (1)

措置に関すること。
(2) 教職員の安全又は衛生のための教育の実施に (2)

関すること。
(3) 教職員の健康診断の実施その他健康の保持増 (3) （同 左）

進のための措置に関すること。
(4) 労働災害の原因の調査及び再発防止対策に関 (4)

すること。
(5) その他教職員の安全及び衛生に関すること。 (5)
（衛生管理者等） （衛生管理者）

第１１条 本学に、安衛法第１２条又は第１２条 第１１条 本学に、安衛法第１２条又は第１２条
の２に定めるところにより、前条各号の業務の の２に定めるところにより、前条各号の業務の
うち、衛生に係る技術的事項を管理させるため、 うち、次の各号に掲げる事項を管理させるため、
事業場ごとに衛生管理者を置く。ただし、大津 事業場ごとに衛生管理者を置く。
事業場にあっては、衛生管理者に代えて衛生推 (1) 健康に異常のある者の発見及び措置に関す
進者を置くことができる。 ること。

(2) 作業環境の衛生上の調査に関すること。
(3) 作業条件、施設等衛生上の改善に関するこ

と。
(4) 労働衛生保護具、救急用具等の点検及び整



改 正 前 改 正 後
備に関すること。

(5) 衛生教育、健康相談その他教職員の健康保
持に必要な事項に関すること。

(6) 教職員の負傷および疾病、それによる死亡、
欠勤及び異動に関する統計の作成に関するこ
と。

(7) 衛生日誌の記載等職務上の記録の整備に関
すること。

(8) 前各号に掲げるもののほか、衛生に関する
こと。

２ 衛生管理者は当該事業場に所属する教職員 ２ 衛生管理者は当該事業場に所属する教職員
で、都道府県労働局長の免許を受けた者又は労 で、都道府県労働局長の免許を受けた者又は労
働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号。 働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号。
以下「安衛則」という。）第１０条の資格を有 以下「安衛則」という。）第１０条の資格を有
する者のうちから、衛生推進者は安衛則第１２ する者のうちから総長が、各事業場における部
条の３の能力を有すると認められる者のうちか 局ごとに選任し、その数は、別表第１に掲げる
ら、総長が選任する。 とおりとする。

３ 各事業場ごとに選任する衛生管理者又は衛生 ３ 衛生管理者は、衛生に関する措置をなし得る権
推進者（以下「衛生管理者等」という。）の数 限を有する。
は、別表第１に掲げるとおりとする。
（衛生管理者等の定期巡視） （衛生管理者の定期巡視）

第１２条 衛生管理者等は、少なくとも毎週１回 第１２条 衛生管理者は、少なくとも毎週１回作
作業場等を巡視し、設備、作業方法又は衛生状 業場等を巡視し、設備、作業方法又は衛生状態
態に有害のおそれのあるときは、直ちに、教職 に有害のおそれのあるときは、直ちに、教職員
員の健康障害を防止するために必要な措置を講 の健康障害を防止するために必要な措置を講じ
じなければならない。 なければならない。

第１３条 （略） 第１３条 （同 左）
（産業医の職務） （産業医の職務）

第１４条 産業医の職務は、次の各号に掲げる事 第１４条
項とする。
(1) 健康診断の実施及びその結果に基づく教職 (1)
員の健康を保持するための措置に関すること。

(2) 作業環境の維持管理に関すること。 (2)
(3) 作業の管理に関すること。 (3) （同 左）
(4) 健康教育及び衛生教育に関すること。 (4)
(5) 教職員の健康障害の原因の調査及び再発防止 (5)

のための措置に関すること。
(6) その他教職員の健康の保持増進に関するこ (6)

と。
２ 産業医は、前項各号に掲げる事項について、 ２ 産業医は、前項各号に掲げる事項について、

総長、部局の長若しくは総括安全衛生管理者に 総長、部局の長若しくは総括安全衛生管理者に
対して勧告し、又は衛生管理者等に対して指導 対して勧告し、又は衛生管理者に対して指導若
若しくは助言することができる。 しくは助言することができる。

３ （略） ３ （同 左）
（産業医の定期巡視） （産業医の定期巡視）

第１５条 （略） 第１５条 （同 左）
（学校医） （学校医）

第１６条 本学に、学生の保健管理に関する専門 第１６条 （同 左）
的事項に関し、技術及び指導に従事させるため、
学校医を置く。

２ 学校医は、保健管理センターの教員をもって ２ 学校医は、環境安全保健機構の教員をもって
充てる。 充てる。
（学校医の職務） （学校医の職務）

第１７条 学校医の職務は、次の各号に掲げる事 第１７条
項とする。
(1) 学校保健法第２条に定める学校保健安全計画 (1)

の立案及び実施に関すること。
(2) 環境衛生の維持及び改善に係る指導及び助言 (2) （同 左）

に関すること。
(3) 健康診断の実施及びその結果に基づく学生の (3)

健康を保持するための措置に関すること。
(4) 疾病の予防処置及び保健指導に関すること。 (4)



改 正 前 改 正 後
(5) 健康相談に関すること。 (5)
(6) 救急処置に関すること。 (6) （同 左）
(7) その他学生の保健管理に関する専門的事項に (7)

関すること。
２ 学校医は、前項の職務に従事したときは、学 ２ 学校医は、前項の職務に従事したときは、学

校医執務記録簿を作成し、保健管理センター所 校医執務記録簿を作成し、機構長に提出するも
長に提出するものとする。 のとする。
（中 略）
（事業場委員会の構成） （事業場委員会の構成）

第２１条 事業場委員会は、当該事業場に所属す 第２１条
る次の各号に掲げる委員で組織する。 （同 左）
(1) 総括安全衛生管理者 (1)
(2) 衛生管理者等 若干名 (2) 衛生管理者 若干名
(3) 産業医 若干名 (3)
(4) 部局の安全衛生管理担当者 若干名 (4)
(5) 安全衛生に関し知識及び経験を有する者の (5) （同 左）

うちから総長が指名した者 若干名
２～４ （略） ２～４

（中 略）
（総括安全衛生管理者会議）

第２５条 本学に安全衛生管理に関する事業場間
の連絡調整を行うため、各事業場の総括安全衛
生管理者を構成員とする、総括安全衛生管理者
会議を置く。

第３章 安全衛生管理 第３章 安全衛生管理
（危険を防止するための措置） （危険を防止するための措置）

第２５条 本学は、次の各号に掲げる危険から教職 第２６条
員等の労働災害等を防止するため、必要な措置を
講じる。
(1) 機械又は器具その他の設備による危険 (1)
(2) 爆発性の物、発火性の物又は引火性の物等に (2)

よる危険
(3) 電気、熱その他のエネルギーによる危険 (3) （同 左）
(4) 掘削、採石等の業務における作業方法から生 (4)

じる危険
(5) 墜落するおそれのある場所又は土砂等が崩壊 (5)

するおそれのある場所等に係る危険
(6) その他作業場等において教職員等が危害を受 (6)

けるおそれのある危険
（健康障害を防止するための措置） （健康障害を防止するための措置）

第２６条 本学は、次の各号に掲げる健康障害を防 第２７条
止するため、必要な措置を講じる。
(1) 原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、 (1)

病原体等による健康障害
(2) 放射線、高温、低温、超音波、騒音、振動、 (2)

異常気圧等による健康障害
（同 左）

(3)計器監視、精密工作等の作業による健康障害 (3)
(4) 排気、排液又は残さい物による健康障害 (4)
(5) その他作業場において教職員等が被るおそれ (5)

のある健康障害
（安全衛生の確保等） （安全衛生の確保等）

第２７条 本学は、教職員等が就業又は修学する建 第２８条 （同 左）
物その他の場所について、通路、床面、階段等の
保全並びに換気、採光、照明、保温、防湿、防音、
休養、避難及び清潔に必要な措置を講じる。
（緊急事態に対する措置） （緊急事態に対する措置）

第２８条 本学は、教職員等に対する労働災害等が 第２９条
発生する危険が急迫したときは、当該危険に係る
場所及び教職員等の業務等の性質等を考慮して、 （同 左）
業務等の中断又は教職員等の退避等の適切な措置
を講じる。

第２９条 第２５条から前条までの措置に関し必 第３０条 第２６条から前条までの措置に関し必



改 正 前 改 正 後
要な事項は、総長が別に定める。 要な事項は、総長が別に定める。
（安全衛生基準の作成） （安全衛生基準の作成）

第３０条 総括安全衛生管理者は、当該事業場に 第３１条
おける業務又は作業ごとに必要な安全衛生に関す
る基準を作成し、当該事業場に所属する教職員に
周知するとともに、衛生管理者に必要な指導を行

（同 左）

うよう指示するものとする。
２ 安全衛生基準に関し必要な事項は、別に定める。２

第４章 健康管理 第４章 健康管理
（作業環境測定） （作業環境測定）

第３１条 （略） 第３２条 （同 左）
（健康診断の種類） （健康診断の種類）

第３２条 本学は、教職員等の健康を管理するた 第３３条
め、次の各号に掲げる 健康診断を行う。
(1) 雇入時健康診断 (1)
(2) 一般定期健康診断 (2) （同 左）
(3) 特定業務従事者の健康診断 (3)
(4) 海外派遣教職員の健康診断 (4)
(5) 学生の健康診断 (5)

２ 前項第１号の健康診断は、教職員（１週間の ２ 前項第１号の健康診断は、教職員（１週間の
勤務時間が３０時間未満の時間雇用教職員及び 勤務時間が３０時間未満の時間雇用教職員及び
雇用予定期間が１年未満の者（保健管理センタ 雇用予定期間が１年未満の者（機構長が別に定
ー所長が別に定める者を除く。）を除く。以下 める者を除く。）を除く。以下次項において同
次項において同じ。）として採用されたときに じ。）として採用されたときに行うものとする。
行うものとする。

３ 第１項第２号の健康診断は、１年以内ごとに１ ３
回、教職員に対して定期的に行うものとする。

４ 第１項第３号の健康診断は、教職員が衛生上有 ４
害な業務に従事するとき行うものとする。

５ 第１項第４号の健康診断は、教職員が海外派遣 ５
研修等で、６月以上の海外生活を予定して出張す
るとき又は６月以上の海外生活を終了して帰国し （同 左）

たときに行うものとする。
６ 第１項第５号の健康診断は、毎学年６月３０日 ６

までに、学生に対して行うものとする。
７ 第１項に掲げるもののほか、必要に応じて教職 ７

員等の全部又は一部に対して健康診断を行う。
（健康診断の項目） （健康診断の項目）

第３３条 健康診断の項目は、安衛則第４３条か 第３４条 健康診断の項目は、安衛則第４３条か
ら第４５条の２まで及び学校保健法施行規則 ら第４５条の２まで及び学校保健法施行規則
（昭和３３年文部省令第１８号）第４条の規定 （昭和３３年文部省令第１８号）第４条の規定
によるほか、保健管理センター所長が、別に定 によるほか、機構長が、別に定める。
める。

第３４条 前２条に定めるもののほか、健康診断 第３５条 前２条に定めるもののほか、健康診断
の実施に関し必要な事項は保健管理センター所 の実施に関し必要な事項は機構長が、別に定め
長が、別に定める。 る。
（健康診断受診の義務） （健康診断受診の義務）

第３５条 教職員等は、指定された期日又は期間 第３６条 （同 左）
内に、第３２条第１項に定める健康診断を受け
なければならない。

２ 第３２条第１項第１号から第４号までに掲げ ２ 第３３条第１項第１号から第４号までに掲げ
る健康診断を受けることを希望しない者は、他 る健康診断を受けることを希望しない者は、他
の医療機関における健康診断に代えることがで の医療機関における健康診断に代えることがで
きる。この場合においては、その結果を証明す きる。この場合においては、その結果を証明す
る書面を速やかに保健管理センター所長に提出 る書面を速やかに機構長に提出しなければなら
しなければならない。 ない。
（健康記録の管理） （健康記録の管理）

第３６条 保健管理センター所長は、健康診断の 第３７条 機構長は、健康診断の結果、指導区分
結果、指導区分及び事後措置の内容その他健康 及び事後措置の内容その他健康管理上必要と認
管理上必要と認められる事項について、教職員 められる事項について、教職員等ごとに記録を
等ごとに記録を作成し、これを５年間保管しな 作成し、これを５年間保管しなければならない。
ければならない。



改 正 前 改 正 後
（健康診断の結果通知） （健康診断の結果通知）

第３７条 保健管理センター所長は、健康診断を 第３８条 機構長は、健康診断を受けた教職員等
受けた教職員等に対し、当該健康診断の結果を に対し、当該健康診断の結果を通知するととも
通知するとともに、その結果に基づき、疾病の に、その結果に基づき、疾病の予防処置を行い、
予防処置を行い、又は治療を指示する等適切な 又は治療を指示する等適切な措置をとらなけれ
措置をとらなければならない。 ばならない。
（保健調査） （保健調査）

第３８条 保健管理センター所長は、第３２条第 第３９条 機構長は、第３３条第１項第５号の健
１項第５号の健康診断を的確かつ円滑に実施す 康診断を的確かつ円滑に実施するため、当該健
るため、当該健康診断を行うに当たって、あら 康診断を行うに当たって、あらかじめ学生の健
かじめ学生の健康状態等に関する調査を行うも 康状態等に関する調査を行うものとする。
のとする。
（就業及び修学の禁止及び制限） （就業及び修学の禁止及び制限）

第３９条 （略） 第４０条 （同 左）
第５章 雑則 第５章 雑則

（秘密の保持） （秘密の保持）
第４０条 （略） 第４１条 （同 左）

（準用） （準用）
第４１条 第１０条及び第３０条の規定は、学生 第４２条 第１０条及び第３１条の規定は、学生

に係る部局の長の職務に準用する。この場合に に係る部局の長の職務に準用する。この場合に
おいて、第１０条の規定中「総括安全衛生管理 おいて、第１０条の規定中「総括安全衛生管理
者」とあるのは「部局の長」に、「衛生管理者 者」とあるのは「部局の長」に、「衛生管理者
等を指揮するとともに、当該事業場」とあるの を指揮するとともに、当該事業場」とあるのは
は「当該部局」に、「教職員」とあるのは「学 「当該部局」に、「教職員」とあるのは「学生」
生」に、第３０条第１項の規定中「総括安全衛 に、第３１条第１項の規定中「総括安全衛生管
生管理者」とあるのは「部局の長」に、「当該 理者」とあるのは「部局の長」に、「当該事業
事業場」とあるのは「当該部局」に、「教職員」 場」とあるのは「当該部局」に、「教職員」と
とあるのは「学生」に読み替えるものとする。 あるのは「学生」に読み替えるものとする。
（その他） （その他）

第４２条 （略） 第４３条 （同 左）
附 則

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。

別表第１（第１１条関係） 別表第１（第１１条関係）
事業場の区分 衛生管理者の数 部局の教職員数 衛生管理者の選任数
吉田事業場 部局ごとに１人以上 １～４９ １人

病院事業場 ６人以上 ５０～１４９ ２人
宇治事業場 部局ごとに１人以上 １５０～２９９ ３人

桂事業場 ４人以上 ３００～４４９ ４人
熊取事業場 １人以上 ４５０～５９９ ５人

犬山事業場 １人以上 ６００～７４９ ６人
大津事業場 １人以上(衛生推進者をもって ７５０～８９９ ７人

代えることができる。) ９００～１０４９ ８人

（備考）吉田事業場、病院事業場、宇治事業場及 １０５０～１１９９ ９人

び桂事業場の衛生管理者のうち、１人は専任 １２００～１４９９ １０人

とし、１人は衛生工学衛生管理者免許を有す １５００～１７９９ １１人

る者とする。 １８００～ １２人

（備考）
１ 部局において、衛生管理業務を主たる業務

とする組織として、機構長が別に指定する組
織があるときは、当該組織における都道府
県労働局長の免許を受けた者又は安衛則第
１０条の資格を有する者の数を衛生管理者の
選任数に加えることができる。

２ 一の部局の衛生管理者が他の部局の衛生
管理者を兼ねる場合の衛生管理者の選任数
は、当該部局の教職員数を合計した数に応
じた数とする。



改 正 前 改 正 後
別表第２（略） 別表第２（同 左）
別表第３（第２３条関係） 別表第３（第２３条関係）

事業場衛生委員会の名称 担当事務部等の名称 事業場衛生委員会の名称 担当事務部等の名称

吉田事業場衛生委員会 環境安全衛生部 吉田事業場衛生委員会 施設部

病院事業場衛生委員会 医学部附属病院事務部 病院事業場衛生委員会 医学部附属病院事務部

宇治事業場衛生委員会 宇治地区事務部 宇治事業場衛生委員会 宇治地区事務部

桂事業場衛生委員会 工学研究科事務部 桂事業場衛生委員会 工学研究科事務部

熊取事業場衛生委員会 原子炉実験所事務部 熊取事業場衛生委員会 原子炉実験所事務部

犬山事業場衛生委員会 霊長類研究所事務部 犬山事業場衛生委員会 霊長類研究所事務部

大津事業場衛生委員会 理学研究科事務部 大津事業場衛生委員会 理学研究科事務部


